
事務処理等の園務の効率化をはじめ、オンラインによる教員研修や保育参観、保育動画の
配信やアプリを利用した家庭との連絡など、「新たな日常」に対応するためのICT環境整備を
支援する。
◆交付基準額：1園当たり 1,000千円

国 １/２
国 ３/４幼稚園、幼稚園型認定こども園

新型コロナウイルス感染症対策を徹底するために必要な経費、消毒液やペーパータオル等の
保健衛生用品等の購入費に対して支援する。
◆交付基準額 ・定員（～19人） ：1園当たり 300千円

・定員（20人～59人）：1園当たり 400千円
・定員（60人～） ：1園当たり 500千円

対象
事業者

都道府県実施
主体

補助
割合

感染症対策の徹底に必要な経費、保健衛生用品の
購入費、等
情報システム導入に係る費用（購入費、改修費、
工事費等）、端末・備品等整備費、等

補助対象
経費

幼稚園の感染症対策支援・ICT環境整備支援

1 幼稚園の感染症対策支援 24億円

2 幼稚園のICT環境整備支援 14億円

１

2

１

2

令和2年度第3次補正予算額（案） 38億円

令和2年度第1次補正予算額 36億円
令和2年度第2次補正予算額 30億円

幼稚園において、新型コロナウイルス感染症対策をしっかりと実施しつつ、「新たな日常」においても幼児を健やかに育むこと
の出来る環境の整備を推進する。



遊びの分散のためのアスレチック遊具等の整備３ 屋外教育環境整備 ・・・

耐震補強・改築、非構造部材の耐震対策１ 耐震補強・改築工事 ・・・

私立の幼稚園対象
校種

事業者（私立幼稚園の設置者）
実施
主体

国１/３、事業者２/３
※地震による倒壊等の危険性が高い施設の耐震補強
国１/２、事業者１/２

補助
割合

工事費、実施設計費、耐震診断費等
補助対象
経費

私立幼稚園の施設整備

子供を安心して育てることが出来る体制の整備を促進することを目的として、緊急の課題となっている耐震化のた
めの園舎、外壁や天井等の非構造部材の耐震対策を促進するとともに、待機児童対策の一環で預かり保育を
行う幼稚園の改築・改修、感染症予防の観点からの衛生環境の改善等に対して支援する。

２ 増築・改築・改修事業 ・・・ 分散保育に対応するための増築、預かり保育を実施するための
改築・改修、感染症対策のための間仕切りの設置等

４ エコ改修事業 ・・・ 感染症対策の観点からの衛生環境の改善
（トイレの乾式化、分散保育に対応するための空き教室の空調整備等）

令和2年度第3次補正予算額（案） 15億円



○ 待機児童対策のための保育の受け皿の整備
○ 預かり保育や分散保育に対応するための施設整備
（部屋の使用目的を変えるための改築・改修、分散保育のための間仕切り等の設置等）
○ 感染症予防の観点からの衛生環境の改善
（トイレ・給食調理場の乾式化、分散保育に対応するための空き教室の空調整備等）

都道府県実施
主体

私立の幼稚園、保育所、認定こども園対象
校種

国１/２、市町村１/４、事業者１/４
国１/２、 事業者１/２

補助
割合

工事費、実施設計費、耐震診断費等補助対象
経費

認定こども園の施設整備

１

認定こども園整備の補助イメージ
認定こども園の類型 整備区分

幼保連携型

幼稚園型

保育所型

教育機能部分の整備
（保育機能部分に係る整備）

幼稚園部分の機能を拡充する整備
（保育機能部分に係る整備）

教育機能部分に係る整備
（保育所部分の機能を拡充する整備）

認定こども園施設整備費交付金の
対象（文部科学省所管）

保育所等整備交付金の対象
（厚生労働省所管）

教育機能 保育機能

保育所

保育機能

教育機能

幼稚園

認定こども園の施設整備に要する費用のうち、幼稚園機能部分に係る費用の一部を補助
認定こども園整備

幼稚園耐震化整備２
園舎の耐震指標等の状況に応じて実施する耐震化整備、非構造部材の耐震対策を支援

１

2

令和2年度第3次補正予算額（案） 150億円


